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今後 10 年の米中関係 

――ボスライオンと巣立つ若い雄ライオンの死闘 

（『加速する中国 岐路に立つ日本』花伝社 2021 年 8 月 第二章） 

 

中国は史上初めて米国にライバルと目された 

 2021 年 1月末、米新政権の国務長官に就任したブリンケン氏は最初の記者会見で、

中国との関係を「ほぼ間違いなく我々の多くの将来を規定する、世界で最も重要な関

係」と定義し、「競争的な関係ではあるが、協力的な関係でもある」と語った。バイデ

ン大統領も 2 月 4 日、国務省で行った初の外交演説で中国について、「協力可能な分

野では協力する」が、「最も深刻な競争相手」と位置付けた。 

 米国の外交、安全保障及び経済にとって、中国との関係は長きにわたって、二の次、

いや、それ以下の関係だった。第二次大戦後の長期にわたって、旧ソ連（及びその後

のロシア）との関係は米国の外交と安保戦略にとって最優先の対象だった。経済面で

も、先進諸国との関係が最も重要で、1980 年代には経済力と技術面で脅威を感じさせ

た日本が最大の関心事であった。21 世紀に入ってからも、オバマ政権ないしトランプ

政権の前期に至るまで、中国は、ロシアと並んで重視・警戒され始めたものの、中国

とは「中国は 21 世紀最大の地政学上の宿題」と表現したのはブリンケン国務長官が

最初であろう。 

 米国の最大のライバルに「格上げ」されたことに、中国人の大半は複雑な心境であ

る。ここまで唯一の超大国の米国から直視せざるを得ない大きな存在になったことに、

ひそかに誇りに思うところがある。筆者も 30 数年前に初来日する前、中国の中で最

も「裕福」と羨望された上海でも、極端に倹約で窮屈な少年と青年時代を過ごした。

黄土高原などの貧困地域では一家族に外出時に着用するズボンが一着しかなく、交替

で穿いたというような「貧乏物語」をよく聞く。経済統計上、当時の中国は一人当た

り国民所得が世界最貧国の水準だった。20 年前でも日本ではまだ、「中国人」と言え

ば、「蛇頭」（中国の黒社会、マフィア組織）の斡旋で大勢密入国したり、オーバース

テイ（在留資格なしの日本滞在）したり、多発する犯罪活動などが頻繁に報じられる

「哀れな存在」だった。しかしこの中国が今、米国から「経済や技術、軍事面で追い

抜かれる」と恐れられる存在になった。 

 一方、中国は急成長したとはいえ、1 人当たり国民所得は、先進国に比べればまだ

低く、人口の半数近くの年間収入が 5000 米トル（約 60 万円）以下と李克強首相が認

めている。オリンピック競技に例えてみれば、中国は経済や技術の一部の種目でメダ

ルが取れる水準まで伸びたが、すべての分野で優勝候補の選手を抱え、総合チャンピ

オンである米国にはまだまだ大きく水を開けられている。中国が先進国と肩を並べる

には、経済面では「中所得国の罠」を乗り越えなければならないし、社会と政治面で

は法治国家づくり、真の民主化、民族融合など多くの課題が未解決のままである。こ
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のような中国はなぜ米国にとって最大のライバルになったのか、実は大半の中国人は

首を傾げている。 

 

歴史はよく「偶然」で展開される 

 トランプ政権時代に急速に激化した米中両国間の対立と摩擦は、新型コロナウイル

スの蔓延によって増幅され、2020年の後半は「自由落下の物体」と形容されるほど一

直線に悪化した。中国側指導者はその間、米中関係が最悪の正面衝突の状態に陥りか

ねないことまで覚悟し、新冷戦ないし局地的な軍事的対抗への突入に関する心理的、

物理的準備をひそかに進めていた（後述）。この対立と緊張はもしかすると、中国の

進路、米中関係の構図、ひいては世界の未来を変えてしまう転換点だったと数十年に

振り返られるかもしれない。その転換を劇的に加速させたのは新型コロナウイルスの

地球規模の感染拡大だった。 

 2021 年 3月、濱口竜介監督の映画「偶然と想像」が第 71 回ベルリン国際映画祭で

銀熊賞を受賞した。偶発的な出来事が生活の軌道を大きく変えてしまうというストー

リーだった。自分の尊敬する秦漢史大家の鶴間和幸氏も「偶然が必然を作る」との見

方を近著のあとがきにしたためた。 

常々歴史とは、過去を振り返った時には法則的、客観的な歴史の流れとして総

括できるが、歴史の流れのまっただ中では複雑多岐な状況が絡み合い、歴史がど

の道を選択するかは分からず、（中略） 

（新型コロナウイルスのパンデミックの）結束点が見えない中で、社会や国家

は感染防止の、いくつかの選択肢のなかから一つの道を歩み続けている。その足

跡は、将来どのような歴史として記述されるのか。選択肢の一つの道を歴史とし

てきれいに語るのか、それともいくつかの選択肢の中で活きていた人々が共有し

た時代の記憶を全体として残せるのか。1 

米中関係に対立が高まる一定の必然性があるが、ここまで劇的に緊張が高まること

に、「コロナ」という「偶然」は間違いなく、最大の触媒、「転換促進」の化学添加剤

だった。 

米国のエリート層、ここでは米政府の政策製作者層を指すが、オバマ政権時代の後

半からすでに「中国脅威論」が台頭し、対策を取り始めた。例えば、南シナ海問題に

関して、米側が初めて明確に、他国と組んで中国に対抗する姿勢を見せたのは、2010

年秋、ハノイで開かれた APEC 会議で、ヒラリー、・クリントン国務長官（当時）が行

った演説だったと中国で見られている。2016 年 11 月の大統領選に向けて、必勝態勢

で臨んだクリントン候補の背後にあった民主党系ブレーン集団は日本と組んで、外交

安保面では「インド・太平洋戦略」、経済面で TPP を両輪として推進する戦略を着々

と練っていた。それは間違いなく中国包囲網を念頭に置いていた。 

 
1 鶴間和幸『ファーストエンペラーの遺産 秦漢帝国』（中国の歴史③）、講談社学

術文庫、2020 年 11 月、501－502 頁。 
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 ところが、大統領選でふたを開けると、トランプ氏が勝利した。トランプ大統領は

中国戦略があるわけでもなく、後によく言われる通り、すべて「選挙で勝つため」に

動いていた。だから、就任当日、TPP 脱退の大統領令に署名した。2017 年 11 月に訪

中して「ビッグ・ディール」の合意を発表したり、日本や韓国、欧州の同盟国に「も

っと防衛費用を出せ」と迫ったりして、米国経済の振興――「アメリカ・ファースト」

を進めていた。 

 ただ、米政府内の対外関係部門では、中国が経済、技術、軍事力、国際的影響力な

ど全方位的に急速に台頭していることに、警戒・抑止へと意見がすでに集約されてい

った。17 年 12 月に発表された国家安全保障戦略（NSS）と 2018 年に 1 月に発表され

た国家防衛戦略（NDS）は中国を初めてロシアと並んで競争相手と位置付けた。 

 

コロナが米中緊張を激化した「触媒」 

 トランプ大統領自身は 2018 年 5 月以降、中国に貿易戦争を仕掛け、これが米中衝

突の幕開けと位置付けられる。ただその時点で中国を主要敵と見なし、全面的な対中

バッシングを決めたとは言えない。実際に 18 年 11 月のブエノスアイレス APEC で行

われた首脳会談では双方は交渉期限を延ばし、19 年末に交わし、20 年 1 月に発効し

た第一段階の貿易合意で「米中衝突が先送り」との見方が一般的だった。トランプ氏

がそこまで中国に圧力を加えたのは、より多くの経済的譲歩を勝ち取り、2020年秋の

大統領選のおぜん立てのためだった。その間、マイク・ポンペオ国務長官、ピーター・

ナバロ大統領補佐官ら対中強硬派が政権中枢に入った（結果的にその後の対中攻撃の

「布陣」になった）が、複数の証言から明らかになったように、これらの対中強硬派

の主張の大半はこの段階ではムニューチン財務長官ら実務派と対立し、トランプ大統

領はそのバランスの上に立ち、彼自身は決定的な中国攻撃にゴーサインを出していな

かった。 

 しかし「コロナ」で情勢が一変した。トランプ氏は感染者数が米国で拡大した 20 年

3 月まで、大統領選で「圧勝」することにかなり自信を持っていたようだ。したがっ

て 2 月の段階では習近平主席に電話し、「何か手伝うか」とねぎらったと後にスクー

プされている。だが、米国全土で感染拡大にブレーキがかからなくなり、当局の無為

無策が傷口を一層広げた 4 月以降、トランプ氏は大統領選に「黄信号」が点ったと直

感し、「すべて中国のせい」と責任転嫁の作戦に転じ、トランプ大統領は「武漢ウイル

ス」「中国ウイルス」への攻撃を強めた。 

一方の中国は 20 年春以降、武漢が「感染源」だと言われて責任追及されるのを警

戒する余り、米国からの批判・攻撃に対して「罵り返す」対応をし、「米国の研究所で

ウイルスが作られ、中国に持ち込まれたのでは」と外交部報道官が SNS で書いたりし

て「戦狼外交」と呼ばれる強硬な対応をした。それが結果的に米側の三つの勢力が「反

中」に合流させてしまった。トランプ氏は「圧勝」するはずの選挙が負けそうになる

ことへの悔しさと恨みを中国にぶつけるため、これまで抑制していた中国批判を「解

禁」、いやゴーサインを出した。ポンペオら対中強硬派はそれまである程度ブレーキ
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がかかっていたが、それ以後やり放題にし、毎日のように対中バッシングの措置を繰

り出した。中国を最大の脅威とする認識がエスタブリッシュメント層全体に広がる中

で、対中批判は文化、人的交流、軍事、台湾海峡、民族問題など各分野に広まり、米

中関係は「修復不能」なところまで悪化が進んだのである。 

 ダボス会議を運営することで知られる「世界経済フォーラム（World Economic Forum、

略称 WEF）」が 2021 年 1月に公表した報告書もコロナによる米中緊張の激化への影響

に言及している。数百名の各国政府高官と企業 CEO、学者の意見を集約した見解とし

て、パンデミックは各国の内部及び国際関係のいずれにおいても亀裂拡大のリスクを

もたらし、対面の交流が減る分、伝統的な外交という意思疎通の役割も弱められ、特

に米国と中国との競争を激化させ、それが更に世界規模で「陣取り合戦」を引き起こ

すことになったとの見方が示された。2 

 21 年 1 月中旬になってようやくバイデン政権への交代が明朗化したが、それに対

して米国民や世界各国のみならず、中国も内心最も安堵を覚えた国の一つであろう。

少なくとも、米中関係が一直線に正面衝突に突入する危険性が遠のいたからである。 

 しかし、バイデン政権も中国を最大のライバルと位置づけており、米中間の競争が

世界の行方を左右するとの見方は全世界で共有されている。このような新しい米中関

係を再認識するために、米中摩擦の真相と過程を再検証し、その本質を再認識し、そ

の上で、米中関係の行方及び、それが諸外国と全世界への影響を考えることが不可欠

だ。この一章はそれゆえ、コロナという「触媒」を視野に入れながら、米中関係の本

質、対立激化の原因及びその行方を中心に検証する。 

 

「コロナ」発生後、当局が一時的に動揺も見せた 

中国はここ数年、トランプ前政権による打撃、揺さぶりに防戦一方だった。しかも

コロナの打撃を世界で一番最初に受け、20 年春ごろ、内憂外患というダブルパンチで

国民心理にも指導部内でも動揺が一時生じていた。 

中国は一見、共産党政権が世論を統制し、表現の自由を完全に抑え込むが、実態は

そんなに単純なものではない。「権利意識」に芽生えた中間層の人口は 5 億人以上に

達している。ネットユーザーは 10 億人を超え、国民の大半は、当局による完全なコ

ントロールが不可能な SNS を利用している。当局の政策・方針に民衆の不満が集結し

た時、SNS で政府批判が爆発し、大炎上することは何度も起きた。筆者は別論文で 2020

年前半、コロナ対策や報道の規制に対し中国のネット世論が 3 度も大炎上し、政府側

がいずれも譲歩したケースを検証している。3 

 
2 Stephen Fidler「世界経済論壇報告：新冠疫情加激了美中競争」、ウォールストリ

ートジャーナル中文サイト、2021年 1 月 20 日。
https://cn.wsj.com/articles/%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%BB%8F%E6%B5%8E%E8%AE%BA%E5%9D%9B%E
6%8A%A5%E5%91%8A%EF%BC%9A%E6%96%B0%E5%86%A0%E7%96%AB%E6%83%85%E5%8A%A0%E5%
89%A7%E4%BA%86%E7%BE%8E%E4%B8%AD%E7%AB%9E%E4%BA%89-11611113418 
3 筆者は論文「アフターコロナの中国政治社会――聞こえてきた前進の地響き」で

2020 年前半の中国社会の動揺を検証している。『コロナ以後の東アジア変動の力学』

https://cn.wsj.com/articles/%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%BB%8F%E6%B5%8E%E8%AE%BA%E5%9D%9B%E6%8A%A5%E5%91%8A%EF%BC%9A%E6%96%B0%E5%86%A0%E7%96%AB%E6%83%85%E5%8A%A0%E5%89%A7%E4%BA%86%E7%BE%8E%E4%B8%AD%E7%AB%9E%E4%BA%89-11611113418
https://cn.wsj.com/articles/%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%BB%8F%E6%B5%8E%E8%AE%BA%E5%9D%9B%E6%8A%A5%E5%91%8A%EF%BC%9A%E6%96%B0%E5%86%A0%E7%96%AB%E6%83%85%E5%8A%A0%E5%89%A7%E4%BA%86%E7%BE%8E%E4%B8%AD%E7%AB%9E%E4%BA%89-11611113418
https://cn.wsj.com/articles/%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%BB%8F%E6%B5%8E%E8%AE%BA%E5%9D%9B%E6%8A%A5%E5%91%8A%EF%BC%9A%E6%96%B0%E5%86%A0%E7%96%AB%E6%83%85%E5%8A%A0%E5%89%A7%E4%BA%86%E7%BE%8E%E4%B8%AD%E7%AB%9E%E4%BA%89-11611113418
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中国国内の学者や元高官の友人といつも意見交換しているが、彼らの多くは 2018

年の憲法改正で「三選禁止」の条項を取り消し、トップの任期制限がなくなったこと

に失望感を抱き、言論統制強化の動きにも不満を口にした。 

しかし 2020 年 4 月以降、内外情勢ががらりと変わった。中国でコロナ感染が抑え

られ、生活と経済が平常を取り戻すのと引き換えに、欧米先進国、特に米国の対応の

まずさ、トランプ氏が中国に責任転嫁しようとしたことを目の当たりにして、民衆の

政府に対する支持が一気に高まった。 

5 月初めの GW に、1 億人以上が外遊に出て、10 月初めの 2 回目の GW に 6 億人が全

国各地に観光に出かけた。年間 GDP は第 1 四半期が-6.8%という急減速だったにもか

かわらず、第 4 四半期は+6.5%となり、前半は+2.3%の成長を遂げ、すべての主要国の

うち唯一にプラス成長を実現した国になった。7 月に香港で「国家安全維持法」が急

遽実施されたことに対しても、中国国内ではトランプ政権による中国バッシングを背

景に、政府の決断への支持が若者を中心に圧倒的に多かった。 

その間、中国指導部もコロナの感染拡大の抑止に成功し、経済と社会が予想より早

く回復したことを背景に、外部世界の混乱を横目に見て自信を取り戻した。しかし 20

年 4 月以降に展開された「マスク外交」は実際に世界へ多くの貢献をしたが、「武漢

発」への諸外国の「怨み」、中国の自己顕示的な宣伝の逆効果などにもより、評判がそ

の支援の割には上がらなかった。譬えてみれば、若いライオンは「大人になった」姿

を見せようとしたが、かえって「急がば回れ」の未熟な拙い言動に映り、一部顰蹙も

買った。 

しかし中国は「責任ある大国」とのイメージを目指して引き続き試行錯誤していっ

た。20 年 6月に開かれた WHO の年次総会オンライン会議で習近平主席は、①2 年以内

に途上国を中心に 20 億ドルの国際支援を実施、②国連と協力して全世界向けの人道

主義支援用の緊急倉庫とハブを設立、③アフリカの医療施設に重点的支援、④中国ワ

クチンの開発が完了後、世界の公共財にする、⑤アメリカなど最貧国の債務返済の猶

予を実施、という五つの国際貢献の公約を発表した。これは世界の 3 分の 2 位所を占

める途上国から高い評価を得た。 

秋になると、中国は WHO などが主導する「COVAX ファシリティー」（新型コロナウイ

ルスのワクチンを共同購入して低所得国にも供給する国際枠組み）に参加を表明（米

英は当初、不参加の態度なので自国優先と批判された）、21 年に入ってから欧州を含

め、ワクチンを大量に提供し、途上国はもちろん、ヨーロッパでも評判が高かった。 

 

中国は最初から「米国打倒」の陰謀があったか 

このような「大国らしさ」を模索中の中国に対して、米国では「野望を隠し、世界

をだまし、米国を一気に圧倒する陰謀を企んでいる」との邪推が流行った。例えば、

『百年マラソン』著者のマイケル・ピルズベリーは、「中国は最初からひそかに米国

 
（東大社研現代中国研究拠点編、東京大学出版会、2020年 9 月）所収。 
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打倒を企み、そのための長期戦略を取り続けている」と主張する。しかし簡単に振り

返ればすぐ分かるが、中国はこれまで米国打倒を企む余裕も考えも実際になかった。 

建国直後から 1970 年代の末まで、中国は米国の全面的封じ込めを受け、「サバイ

バル」の問題が最優先だった。1960 年ごろ、「大躍進政策」の失敗にもより、1000万

人単位の餓死者が出て混乱と崩壊を抑えるのに必死だった。1966 年からは文化大革

命という内乱が 10 年続き、70 年代後半になると、日本や韓国、台湾はもちろん、ア

セアン諸国に比べても経済発展が大幅に遅れていた。確かにその間、「全世界の帝国

主義、資本主義を打倒せよ」「台湾を解放せよ」とのスローガンが全土で叫ばれてい

たが、それは社会主義国のイデオロギーに由来する「プロパガンダ」の一部であり、

中国人自身もその可能性を信じていなかった。 

 鄧小平が 70 年代末に改革開放政策を打ち出し、中国を世界の最貧国レベルから一

躍して米国も恐れる新興国、経済大国に発展させた功績はノーベル経済学賞と平和賞

を同時に授与しても過分ではない。わずか 40 年、一世代の間、8 億人以上を貧困から

脱却させ（全世界の貧困脱却人口の 3 分の 2 以上を占める）、国連では「人類の発展

史上の一大壮挙であり、世界の発展のための模範」と評価された（国連事務総長特使

兼国連南南協力事務所＝UNOSSC のジョージ・チェディアック所長）。 

ただ中国の躍進の出発点は、「貧困、立ち遅れが続けば中国は地球上の存在価値が

なくなる」（80 年代の中国で「球籍」=地球での戸籍がなくなるとの議論が湧きおこっ

ていた）との危機意識だった。鄧小平が全国民の豊かさへの追求の気持ちを合流させ、

社会主義諸国に固有で、中国の建国以来更に硬直化した保守的イデオローと政治・経

済体制を一変させ、市場経済を大胆に取り入れた。中国人のほとんどは息抜く暇もな

い努力の毎日を重ねたが、いつの間にか華麗なる変身と大躍進を遂げた。 

中国の成長は日本に比べても目を見張るものがある。1990 年の時点で日本の経済

規模の 8 分の 1 しかなかった。2000 年より前、中国の国家予算の規模は東京都の予

算に及ばなかった。しかしその 20 年後の 2010 年、GDP 総額が日本に追いつき、2020

年になると日本の 3 倍の規模に「膨張」した。しかしそれは「陰謀」やマジックによ

ってできたものではなく、日本の終戦後の「団子世代」が苦労して 60 年代以降の高

度成長を実現したと同じように、全中国人、特に文革世代（政治の混乱や生活の貧困

が身に染みて分かっていた）の夢と汗の結晶だった。 

 

中国が定めた米国追い上げの目標は 2050 年だった 

 ここで言いたいのは、中国は米国に挑戦すべくして今日まで急成長したのではなく、

亀とウサギの競争の話のごとく、亀の小さい一歩一歩の積み重ねで勝ち取ったもので、

超大国の米国に挑戦する気持ちも実力もないとの自己意識だった、ということだ。 

筆者はあるオンラインセミナーで、中国はつい最近まで、世界ナンバーワンを実は

目指してこなかったと指摘し、その根拠として以下のいくつかを挙げた。 

①農耕民族の中国人 DNA には伝統的にも思想的にも、自分の「庭」より外に興味

と関心がなかった。 
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②近代以来の苦い体験、更に文化大革命の失敗を経て、中国人のほぼ全員は、世

界先進国との距離がまだ大きいと考え、「経済優先」にコンセンサスを見出して努

力したが、先進国を近い将来追い抜くと考えていなかった。 

③ここ 40 年の発展戦略も、「先進国に見習え」であり、「模倣」がその一部だっ

た。（先進国に追いつくのはまだ先との認識の裏返し） 

④世界ナンバーワンになるための理論も「普遍的価値観」も考えていなかった。 

確かに鄧小平時代以来、中国は「韜光養晦」の政策を取り続けてきた。これは中

国が経済大国になってから、「爪を隠し、才能を覆い隠し、時期を待つ戦術」と陰

謀論的に外部の一部で解釈されたが、中国語の元のニュアンスは、世の中の論争、

特に覇権争いから距離を置き、外部環境による自国の発展にとっての阻害要因を解

消し、経済発展に没頭するという発想だった。 

2018 年の第 19 回党大会で習近平主席は 2050 年までの長期発展戦略を打ち出し、

世界一流の現代化強国を目指すという「中国の夢」を掲げた。鄧小平がかつて 1980

年を起点に、2000 年まで経済規模の四倍増、2020 年までの「小康社会」の実現、

2050 年までの「社会主義現代化」の実現、という三段階の発展戦略を提起した。実

際は「2050年」の気が遠くなりそうな目標について具体的イメージが作られなかっ

た。主に 2020 年までの目標に向けて必死に努力した。最もその間、2020 年の「小康

社会」（まずまずの余裕ある生活）という目標にプラスアルファを加え、「全面的

小康社会」というより充実した目標に微修正された。 

ちょうど習近平政権時代に 2020 年を迎えるので、それ以降の努力目標を提示する

必要性があり、19 回党大会で新たな三段階発展戦略が採択された。2020 年までの目

標を第一段階とし、「すべての貧困人口を解消する」という野心的な内容をその裏

付けに加えた。そして、かつて 2050 年までの実現を想定していた先進国への追い上

げを 15 年繰り上げて 2035 年の目標とし、更に 2050 年には「社会主義現代化強国」

との目標、「中華民族復興の夢」を追加した。ここで提示された 2050 年の目標は超

大国米国と肩を並べ、一部の分野では追い越すことが構想されている（ただ多くの

中国人はつい最近まで、「100 年かかっても米国に追いつかないよ」との考えを持っ

ている）。言い換えれば、2020 年以降の 30 年間においても、中国が世界ナンバーワ

ンになることを中国首脳部も民衆も考えておらず、2050年に米国と肩を並べられる

「一流の強国」になれば万々歳との発想だった。 

 

「トゥキディデスの罠」説の新しい解釈 

この経緯と中国人の考え方を確認すれば、米国の政治学者グレアム・アリソンが

提起した米中間の「トゥキディデスの罠（Thucydides Trap）」について再定義、再

解釈をする必要も出てくる。 

 「トゥキディデスの罠」説とは、古代アテネの歴史家、トゥキディデスにちなむ言葉

で、戦争が不可避な状態まで従来の覇権国家（スパルタ）と新興の国家（アテネ）が

ぶつかり合う現象を指す。紀元前 5 世紀、台頭するアテネと既存の大国スパルタの指
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導者同士は親しい友人だった。二人とも大国同士の戦争の大きなコストに関する認識

を共有し、戦争回避に動いたが、国内世論、相手国への疑心暗鬼を抑えられず、「ペ

ロポネソス戦争」に突入してしまった。それを検証したグレアム・アリソン教授は、

追い上げるほうは他国からの承認や敬意を求める「新興国シンドローム」に陥り、既

存の優位国は衰退の懸念から新興国に対し恐怖や不安を抱く「覇権国シンドローム」

に陥り、結局不可避的に覇権争いが起きる、このジンクスを「トゥキディデスの罠」

と呼んだ。アリソン氏の著書『Destined For War』（邦訳『米中戦争前夜――新旧大

国を衝突させる歴史の法則と回避のシナリオ』）は、過去 500 年間の覇権争いの 16 事

例のうち 12 は戦争に発展したと検証し、米中それぞれの「覇権国シンドローム」と

「新興国シンドローム」のぶつかり合いの可能性へ警鐘を鳴らした。 

しかし実態を見ると、当面の米中摩擦では、中国側にある程度の「新興国シンドロ

ーム」を持つが、まだ覇権国に挑戦する意識が生まれておらず、現行の国際システム

は一定の改革が必要と唱えながらも、中国の発展にとって都合がよいとの認識が今な

お支配的だ。その意味で現在の米中衝突は主に米国自身が 21 世紀に入ってからアフ

ガン戦争、イラク戦争で国力を大幅に消耗し、2008 年のリーマン・ショックを経て急

速に下り坂を辿っているため、そこから来る焦りと被害妄想が主要な原因である。 

中国当局も、トランプ政権による対中貿易戦争の背景がその焦りと覇権固執にある

と認定し、「6 割法則」を紹介して国民に対して、米国によるバッシングを覚悟せよと

説明している。2018 年 8 月 9 日付人民日報「任平」署名（「人民日報論評」の略語「人

評」と同じ発音で、社説に次ぐ重みをもつ）論文では、「中国側の発言が米側を刺激

したのがいけなかった」「早く米側の条件を受け入れて妥協すればよかった」との二

説への反論として、 

米国は世界ナンバーワンの覇権を守るために、ナンバー2 の追い上げを絶対許

さない行動パターンがある。「6 割法則」と言われ、旧ソ連やかつての日本が米

国の国力の 6 割に追い上げた時点でなりふり構わぬ打撃を受けて蹴り落された。

中国はまさに今、そこまで差し掛かっている。 

中国の体はここまで大きくなったので、「韜光養晦」をするだけで逃げられな

い。「一頭の象が藪の後ろに隠れても隠しきれない段階に来ている」。 

と説明しており、米国による攻撃を警戒するのが主な考えであった。 

 

５G 技術の遅れが中国バッシングの引火点 

21 世紀を主導する技術５G をめぐる競争で米国がファーウェイなど中国企業に遅

れたことが、米側の中国叩きの主因の一つだと指摘されている。トランプ政権の司

法長官ウィリアム・バー氏（コロンビア大学で 1973 年に中国研究で修士。73 年から

77 年まで CIA 勤務、米国最大の通信企業 Verizon の上級副社長も務めた）が 20 年 2

月の講演で、「米国の覇権を保証するのは軍事力、米ドル、科学技術の三つであ

り、そのうち中心は科学技術のリードで、それが米国の覇権を保証してきた」「19

世紀以来、米国はすべての主要な科学技術分野で後れを取ったことはなく、世界を
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リードしているのは米国だった。しかし未来に影響を与える一つの肝心な技術分野

で、米国は後れを取ってしまった、これは大変なことだ」「中国の 5G が市場規模を

利用してリードすると、半導体分野にも連鎖反応が起こる」との危機感をあらわに

した。 

商務長官ウィルバー・ロスも、「米国の将来の繁栄はテクノロジー方面の戦略的

優位性にかかっており、5G は最前線だ。テクノロジーは常に米国政府の中核戦略を

成し、将来の米中競争は、領土と資源支配権のための 19 世紀の帝国間の競争ではな

く、軍事要員や領土の拡大ではなく、技術に焦点を当てている」と語った。 

なぜ５G 技術がここまで重視されるのか。それ自体は通信速度を４G より 5 倍以上

上げることだけで、特に革命的な技術ではない。しかしちょうど 21 世紀に入ってか

ら、「第 4 次産業革命」が起きた。人工知能（AI）、自動運転、ビッグデータなどの

新技術はいずれも早い通信速度による伝送が必要だ。その意味で５G は情報化時代の

「通信ハイウェー」である。 

これを背景する米国によるファーウェイ叩きの原因について、ファーウェイの輪

番会長（集団指導体制を取っており、年に一回トップが交代）郭平氏が 20 年 8月 30

日に行った講演で次のように指摘した。 

•米国が 5G の研究開発で誤りを犯し、遅れてしまったため、追いあげるのに時間

稼ぎが必要。だから必死に中国を叩き、中国のテンポを遅らせようとしている。 

•米国は世界中のデータを牛耳り、サイバースペースをその管理・制御下に完全に

置くことで初めて安心する。だからライバルの会社や設備が実際に安全ではないと

いう証拠が見つからなくても直接政治化し、汚名を着せることを躊躇しない。 

実際にトランプ大統領自身も 19 年 4 月 12 日にホワイトハウスで行った演説で、

「他のどの国もこの強力な産業で将来、米国を上回ることを許さない」、「5G が米国

の農業をより生産的にし、製造業をより競争力のあるものに変える」「米国がこの競

争に勝つ」と語っている。 

中国の急速な追い上げ、特にウサギである米国が居眠りをしている間に、亀の中

国がコツコツと追い上げ、一部のハイテク分野で米国に脅威を与える存在になった

ことにはっと気づき、中国を抑え込むのに最後に残る 5 年、10 年の時間を利用して

相手を叩き潰すのに全力を上げた、というのが米中摩擦の技術面の背景だと指摘さ

れている。 

 

「ジャングルの法則」から見た中国の立場 

では米国の執拗なバッシングを打受けて中国側の心理と受け止め方はどうだった

か。筆者はそれを若いライオンを追い出す「ジャングルの法則」に譬えて説明しや

すいと考える。中国自身はまだ「大人のライオン」になった自覚がなく、「子供なら

許されるわがまま」を多くやっている。米国や日本の先進技術の物まね、コピー、

米国に大量の留学生を派遣してノーハウを習得する。世界各国の科学技術者を高い
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給料で中国の技術開発に招聘する。サーバー攻撃で技術を盗む行動が全然ないとも

言い切れない。 

これらの行為は「大人」社会では許されないが、「子供」の時代では実はみんなや

っている。日本もまだ一人前の技術大国になる前、同じことを欧米でやり放題だっ

た。しかし日本の技術力が欧米を脅かす段階になると、それが厳しく批判されるよ

うになり、1980 年代以降、日本が「不正競争」をやっているとして、米国からさん

ざん叩かれた。台湾は日本の技術を物まねする名人で、日本の技術を獲っては中国

で販売し、というやり方で伸びてきた。筆者はかつて、ある大手日本企業の社長

に、「なぜ知的財産権問題で中国大陸に厳しいが、台湾に甘いのか」と聞いたことが

ある。「中国は競争相手になるが、台湾はそうならないのが一因だろう」とにっこり

答えてくれたのを覚えている。 

しかし今の中国に対し、日本は 20 年前から脅威を感じ、経済技術のライバルと目

してきたが、米国はトランプ政権時代になって初めて本格的に脅威と見なした。テ

レビの「ネイチャー」に関するドキュメント番組を見るのが好きな筆者はある日、

米国の中国叩きは、親ライオンはそれまで甘えを許してきた若い雄ライオンを群れ

から追い出す「ジャングルの法則」に似ていると思った。「お前は体がこんなに大き

くなったから、この群れの居候は許さん」と噛みつき、追い出そうとしたわけだ。 

自分の説に近い見方も見つけた。米国のノーベル経済学賞受賞者ジョセフ・ユー

ジン・スティグリッツ（Joseph Eugene Stiglitz）は 2020年 7 月、ノルウェーで講

演した際、「アメリカは絶対 No.2になりたくないから現実を見ようとしないジタバ

タをしている。だが中国は『時期尚早』と考えて近い将来まで No.1になろうと考え

ていない」として、米中摩擦の本質は米側の一方的な危機感と焦りによると指摘し

ている。 

意図はともあれ、トランプ政権が中国に鞭をぴしぴしと打った。それに対し、中国

は最初は戸惑い、不満に思い、愚痴をいっぱいこぼしていた（追い出される若い雄ラ

イオンの表情に似ている）。しかし 2、3 年経て、中国はようやく「居候」が不可能と

あきらめ、巣立つための心理的、物理的な準備と対策に取り掛かった。 

中国のこのような心理の遍歴は、アフリカのジャングルのライオンの群れで起きる

若い雄ライオンの自立していく過程を彷彿させる。もともと中国という若い雄ライオ

ンは自分はまだ未熟で、あと 30 年は今の群れ（現行の米国主導の国際システム）に

棲み、2050年以降米国と肩が並ぶ、すなわちその時点でボスライオンと同じ体格にな

ることを夢見ていた。しかし、トランプというボスイオンから、今にも早急に群れを

追い出されるという予想外の事態が発生した。若い雄ライオンは威嚇され、噛みつか

れながら、否応なしに、生き延びるための生存術を急ピッチで習得し始めた。 

実力や経験、吠え方、仲間の数などほぼすべての点において現時点では若い雄ライ

オンはボスライオンに劣っている。しかし頭は悪くない。将来的にボスライオンにな

る素質を備えていると見抜かれて、余計早めの追い出しを受けたのかもしれない。実

際にここ数年、若い雄ライオンはボスライオンにいじめられているうちに、ボスライ
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オンに対抗して自立しなければならない、自立できそうだと自覚し始めた。ボスライ

オンは、たてがみは依然格好よいが、その放蕩ぶりにより老衰が予想以上に進行して

いることが見抜かれた。これで若い雄ライオンはボスライオンと対等になる予定を前

倒しにし、10 年以内に「反攻」に転じると考え始めたようだ。 

実際に 2019 年の時点で、中国の GDP はドルベースで米国の 67％に達していた。ち

なみに世界銀行が使う購買力平価の計算方式に従えば、中国の GDP は 2014 年末の時

点ですでに米国を逆転し、今は米国の 120％になっている。ただ、購買力平価方式は

一つの参考になるが、国際的にはやはりドルベースの比較が一般的である。しかし後

者でも、コロナの影響で差が一段と早く縮まっている。20 年の伸び率は中国は 2.3%、

米国はマイナス 4%以上で、中国 GDP は一挙に米国の 7 割強まで伸びそうだ。日本経

済研究センターを含め、複数の国際的シンクタンクは GDP において中国が米国に追い

つく時点を大幅に繰り上げ、2027 から 28 年頃と予測している。そして人民解放軍も

2027 年までの「強軍計画」を立て、すなわち米国に軍事的対決を迫られても負けない

準備を急ピッチで進め始めたことだ。 

 

「製造 2025」計画は野心的なものではなかった 

一部の海外の研究者は、中国が 2015 年頃から「製造 2025」という「技術面で米国

を追い抜く野心的技術開発戦略」を打ち出し、「国有企業」という「ゲームルール違

反」の体制、更に「軍民融合」という「汚い競争手段」で覇権を求めようとしている、

との見方を出している。 

しかし 2015 年 5 月に発表された「中国製造 2025」は今後 10 年間の製造業

発展のロードマップを提示したものだが、ドイツの「インダストリー 4.0」

（ 2011 年）や、米国の「インダストリアル・インターネット」（ 2012 年）

といった国家戦略の相次ぐ発表を目の当たりにして学習したものに過ぎ

ない。政府の工業と情報化省（ MIIT）が欧米の動向を研究して出した提案

を受けて、翌 2015 年 3 月の全人代で李克強首相が行った政府活動報告で
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それが初

めて取り

上げられ

た。  

同年 5

月に発表

された産

業 政 策

（右）は次

世代情報

技術や新

エネルギ

ー車など

10 の重点

分野と 23 の品目を設定して製造業の高度化を目指し、「イノベーション駆動」、

「品質優先」、「グリーン（環境保全型）発展」、「構造の最適化」、「人材本位」

という 5 つの基本方針を掲げた。なお 10 年後の 25 年まで「世界の製造強国の仲

間入り」を目標とし、建国 100 年を迎える 49 年に「世界の製造強国の先頭グループ

入り」という遠い「夢」も盛り込んだ。 

しかし「中国製造 2025」の提起は世界の技術覇権を狙うためではなく、日米欧で重

視されている「第 4 次産業革命」に対比して中国の製造業の「前近代化」に危機感を

募らせて出した対応策に過ぎなかった。 

実際に MIIT の安・情報担当次官は 2016 年の会議で、「これまで中国は

『世界の工場』と呼ばれ、世界第一位の製造規模を誇っているが、製造業

のプロセス管理／オペレーションの最適化では、ドイツや米国、そして日

本の後塵を拝しているため」と「中国製造 2025」を制定した背景を語っ

ている。 4 

18 年になると、米中貿易戦争が激化し、ZTE、ファーウェイなど中国の

ハイテク企業が相次いでトランプ政権のバッシングを受けた。米側が中

国のハイテク発展戦略に過敏になっていると気づいた中国側は対立の緩

和を狙って、「中国製造 2025」に触れなくなり、党中央宣伝部は、「今後、

『中国製造 2025』ということを取り上げてはならず、違反した場合は責

任を追及する」との内部通達も出したとスクープされている。 5 

 
4 「『中国製造 2025』とは何か？中国版インダストリー4.0による製造改革の可能性と課

題」、ビジネス+IT サイト 2016 年 11 月 22 日。https://www.sbbit.jp/article/cont1/32928 
5 「網伝中宣部文件 “中国製造 2025”被和諧」、RFA、2018年 6 月 27 日。 

https://www.rfa.org/mandarin/yataibaodao/jingmao/hc-06272018103638.html 

https://www.sbbit.jp/article/cont1/32928
https://www.rfa.org/mandarin/yataibaodao/jingmao/hc-06272018103638.html
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これはもちろん中国がハイテク産業への重視を放棄したことを意味し

ないが、「中国が最初から米国を倒すための陰謀を企んでいた」との説へ

の反論として、次の 2 点を指摘したい。①もともと米欧の「第 4 次産業革

命」重視へのリアクションであり、すなわち「追い上げ」戦略であっても、

「追い越す」ためのものではなかった。②李克強首相の主導によるものだ

から、「取り下げる」という対策を取ることができた。仮に唯一無二の権

威をもつ習近平主席の推進する国家戦略だったら「取り下げ」がありえな

かった。外部からも、それを取り下げたのは、トランプ政権との対立激化

を防ぎ、米側との貿易交渉を達成するための譲歩だったと指摘されてい

る。 6 

しかし、トランプ政権から「デッカプリング」を仕掛けられ、中国への

ハイテク半導体部品の供給を止められてからは、習近平政権は本格的な

「ハイテク技術の自立」を力強くサポートする方針を 2020 年 11 月の 5

中全会で打ち出した。ここでは逆に米国に喉元を押されられないための

ハイテク技術の開発と自立が最重要だと痛感し、本格的な国家戦略に据

えたのである。  

 

「軍民融合」戦略は米国からコピー 

中国の「軍民融合」戦略も同じような経緯をたどった。トランプ政権の中国叩きの

風潮が強まってから、米国のシンクタンク「C4ADS」が 2019 年 9 月に公表した報告書

では、習近平の中国が打ち出した「軍民融合」戦略は、「民間企業が取得した外国の技

術の軍事転用を進めている」「米当局者らは、アジア圏やその他地域で米国に対抗す

る世界クラスの軍事力を構築しようとする中国政府の動きにおいて、この戦略が根幹

を成すものになりかねないと危惧している」と分析された。7 日本の「防衛白書」も、

「中国は、従来から、緊急事態における民間資源の軍事利用を目的として国防動員体

制を整備してきたが、近年、国家戦略として軍民融合を推進している」「軍民融合の

推進により、ハイテク分野をはじめとする民間技術の軍事転用で中国軍の軍事力強化

の効率性が向上することが見込まれる」と述べている。8 

だが中国からすれば、これも米国がやってきたことを真似ているに過ぎない。中国

では米国の「軍民融合」戦略とその具体的措置、法的支持に関する研究書と研究論文

 
6 「與特朗普做交易 李克強不提中国製造 2025」、米国中文サイト「多維網」2019年 3

月 6 日。 
https://www.dwnews.com/%E4%B8%AD%E5%9B%BD/60121703/%E4%B8%A4%E4%BC%9A%E8%A7%A3%E8%AF%BB%E4%B8%8E%E7%89%B9%E6%9C%97%E6%

99%AE%E5%81%9A%E4%BA%A4%E6%98%93%E6%9D%8E%E5%85%8B%E5%BC%BA%E4%B8%8D%E6%8F%90%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%88%B6%E9%80%A02025 
7 「中国の『軍民融合』、米国が強める警戒感」、WSJ 日本語サイト、2019年 9 月 26 日。

https://jp.wsj.com/articles/SB11569826160371953858004585573400639024946 
8 防衛省・自衛隊｜令和元年版防衛白書、＜解説＞軍民融合。

https://www.mod.go.jp/j/publication/wp/wp2019/html/nc002000.html 

https://www.dwnews.com/%E4%B8%AD%E5%9B%BD/60121703/%E4%B8%A4%E4%BC%9A%E8%A7%A3%E8%AF%BB%E4%B8%8E%E7%89%B9%E6%9C%97%E6%99%AE%E5%81%9A%E4%BA%A4%E6%98%93%E6%9D%8E%E5%85%8B%E5%BC%BA%E4%B8%8D%E6%8F%90%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%88%B6%E9%80%A02025
https://www.dwnews.com/%E4%B8%AD%E5%9B%BD/60121703/%E4%B8%A4%E4%BC%9A%E8%A7%A3%E8%AF%BB%E4%B8%8E%E7%89%B9%E6%9C%97%E6%99%AE%E5%81%9A%E4%BA%A4%E6%98%93%E6%9D%8E%E5%85%8B%E5%BC%BA%E4%B8%8D%E6%8F%90%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%88%B6%E9%80%A02025
https://jp.wsj.com/articles/SB11569826160371953858004585573400639024946
https://www.mod.go.jp/j/publication/wp/wp2019/html/nc002000.html


14 
 

を多く出している。9 中国専門家チーム執筆の「米国の軍民融合の発展経緯と経験」

と題する論文では米国の経験を次のように総括している。10 

一、 米国の軍需産業の軍民融合は 3 段階を経て発展してきた。冷戦前、民営企業

は次第に軍需産業の中心になった。冷戦中、軍民融合の試みが始まった。冷戦

後、軍民融合が正式に推進され、「軍民一体化」が図られている。 

二、 特に冷戦後、国防戦略の調整に伴い、軍需産業の生産能力過剰が目立ったた

め、1994 年、米議会技術評価委員会が「軍民一体化の潜在力評価」と題する報

告書の中で初めて「軍民融合」の概念を打ち出した。1996 年、米国国家科学技

術委員会が出した「技術と国家利益」と題する政策文書で、軍民融合を国家戦

略として位置づけた。2001 年のブッシュ政権になると、21 世紀の圧倒的軍事

優位を確保するため、「民間経済で起きているハイテク技術の開花を利用して

国防科学技術の飛躍的発展を目指す」ことを強調し、それ以降、「米国の軍民融

合は急速な発展を遂げている」。 

三、 米国の軍民融合の方針、法律、支援・奨励措置、各プロジェクト、各担当部

署、情報技術を当面の重点としていること、大学の研究者を取り込む方法など、

「中国が見習うべきものはあまりにも多い」。 

ほかに、中国国務院発展研究センター「軍民融合産業発展政策研究」課題チームが

作成した「米国の国防とハイテク企業の軍民融合の発展を推進することによる経験と

啓発」と題する長編論文も、「1990 年代以降、米国は軍、軍需工業部門と軍需企業の

調整改革、および軍政部門と企業の緊密な協力を通じて、国防科学技術工業と大型民

生用科学技術工業が結合する『軍民一体化』モデルを形成し、軍民技術の双方向の浸

透と拡散を実現し、完全競争の市場条件の下で軍民融合発展を効果的に推進した」と

評価し、「中国が参考し、取り入れるべき」とする経験を十数項目にわたって詳細に

分析・紹介している。11 

以上で、「軍民融合」のやり方は米国が先に進め、その軍事力と経済技術力の相乗

効果をもたらしたため、中国が近年模倣し始めたもので、中国が「アンフェア」なや

り方を発明しているわけではないことが明らかになる。米国側は中国の追い上げを抑

え込むため、今度、中国の「軍民融合」の汚名化を逆に図っている。日本メディアも、

この背景を抑えたうえで紹介すべきで、「強権主義の中国のやり方」とのレッテルを

簡単に張り付けるべきではない。 

 
9 例えば、『美国国防采購改革與軍民融合實踐』（軍民融合研究叢書）、黄朝峰著、北京・経

済管理出版社、2018年 4 月。 
10 「一文看懂美国軍民融合發展歴程及經驗」、廣發軍工研究團隊、「搜狐」サイト 2018

年 7 月 19 日。https://www.sohu.com/a/242200750_466840 
11 国務院發展研究中心“軍民融合産業發展政策研究”課題組「美国推進国防科技工業軍

民融合發展的經驗與啓示」、北京『発展研究』誌 2019 年第 2 号。
https://www.1xuezhe.exuezhe.com/Qk/art/699738?dbcode=1&flag=2 

https://www.sohu.com/a/242200750_466840
https://www.1xuezhe.exuezhe.com/Qk/art/699738?dbcode=1&flag=2
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中国の国有企業が「アンフェア」か 

中国国有企業の問題も米国で「アンフェア」と批判されているが、21 年 1 月 18日、

中国銀行保険監査会主席の郭樹清氏は第 14 回アジア金融フォーラムで講演した中で

反論を行っている。彼は「ここ 10 年間、中国の世界成長に対する実質貢献度は平均

30%前後に達しているのに、これを否定する動きはしょっちゅう起こり、近年の非難

は『国家独占資本主義』に向けられ、『中国には強大な国有経済部門があり、国家産業

政策が市場関係を歪めている』ことに向けられている」ことを取り上げ、五つの反論

を行っている。12 

一、 前世紀 70 年代末の改革前、中国に非公有経済はほとんどなかったが、現在、

民営経済は全経済の 60%を占めている。 

二、 中国の産業政策は全体的に市場指向改革と一致している。公開、公平、十分

な競争があるからこそ、中国は産業部門が最も完備した国になった。 

三、 中国国有企業が総じて政府から受ける補助金はマイナスである。中国国有企

業の税負担は平均して民営企業の約 2 倍であり、より広範な社会的責任を負っ

ている。 

四、 中国の銀行と国有企業の間の財務は完全に独立している。与信市場の競争が

激しく、銀行の株主がすでに多様化している背景の下で、国有株式の割合が比

較的大きい銀行であっても、国有企業に利益を送ることは不可能である。 

五、 中国製品の競争力が比較的強いのは労働権益が損なわれたからではない。過

去 10 年間、中国の労働者の収入は急速に増加し、そのうち農民工の収入水準

は 2 倍近く上昇した。 

自分も国有企業、「国家独占資本主義」が米国の経済と技術を脅かす体制上の原因

と思わない。反論は簡単だ。技術的国際競争力を有する中国企業のファーウェイなど

はほとんど民営企業で、国有企業はほとんど前列に入っていない。競争力のない国営

企業はどうして米国の顔色を変えさせる脅威になるのか。 

中国の国有企業は効率が低く、利益集団になっている側面もあり、中国が先進国経

済を目指す前進過程で、その制限、民営化を進めていかなければならないと思う。日

本も 1980 年代以降、それまでの強い国有企業を徐々に民営化して真の経済大国を築

き上げた。また「国家独占資本主義」という体制もそもそも存在しない。中国政府自

身も、競争の自由、法制化を一段と強調しており、最近は情報化産業分野で独占的地

位を占めるアリババなどに対してメスを入れ始めた。1990 年代以降、日本を真似て自

動車製造分野などで「国家産業政策」を導入したが、結局ほとんど成功していない。

世界に中国への見方を変えさせた中国の IT 企業、情報産業の急速な台頭は「深圳モ

デル」に象徴されるように、市場の競争、資金流動の自由、人材獲得競争の結果であ

 
12 「郭樹清在亞洲金融論壇上發表演講」、「新浪網」サイト 2021 年 1 月 18 日。
https://finance.sina.com.cn/money/bank/bank_hydt/2021-01-18/doc-ikftpnnx8837950.shtml 

https://finance.sina.com.cn/money/bank/bank_hydt/2021-01-18/doc-ikftpnnx8837950.shtml
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って、国家が関与する「産業政策」によるものではない。 

 

米中の 3 段階持久戦説 

トランプ政権から 2018 年春以降貿易や技術面で厳しく叩かれ始めたが、中国は最

初の段階では心の準備ができていなかった。それで初期はカッとなり、「受けて立つ」

という「以戦止戦」（戦いをもって戦いを止める）の方針を取った。途中から次第に冷

静さを取り戻し、揺さぶりをさわしながら技術開発とサプライチェーンの自立の道を

決めた。 

これについて元中央党校の研究者だが除名され、19 年からアメリカ在住の中国人

政治評論家鄧聿文氏が的確な分析を行っている。彼の現在の肩書は「中国戦略分析シ

ンクタンク研究員兼中国戦略分析雑誌共同編集長」であり、近年発した多くの言論は

北京の耳を痛めたようで、中国の銀行口座をすべて止められたと本人が告発している。

筆者は彼と個人的交流があり、今でも冷静な研究者としての立場と思考様式を変えて

いないことに敬意を表する。このような外部環境と個人的浮き沈みに流されない米国

在住の中国人研究者は彼と、天安門事件後亡命した嚴家祺などが挙げられる。 

鄧聿文氏は 20 年後半、ドイツのメディアに寄稿し、中国首脳部の米中対抗に対す

る受け止め方、摩擦の推移、今後の展望について非常に的確な分析をしている。13長

い論文だが、かいつまんで以下の幾つかの要点を紹介したい。 

一、今の中国の対米国戦略は、毛沢東が日中戦争のときに唱えた持久戦論に当ては

めればわかりやすい。第一段階は優位の敵である日本軍が攻めてきて中国は守る

（1937 年の盧溝橋事件から、38 年末の武漢陥落まで）「戦略的防御」の段階。第二段

階は勝負がつかない互角の戦いである「戦略的対峙」。そして 45 年に、アメリカが対

日攻勢に出て、中国も戦略的反攻という第三段階に入る。 

二、米中対抗は 2018 年 5 月に米国が中国への課税を宣言したことから始まり、中

国はずっと守勢に立たされた。この中国にとっての「戦略的防御」段階はさらに前後

の 2 期に分けられ、前期は 2018年 5 月に貿易戦争の開始から 20 年 1 月に米中第 1 段

階貿易協定に調印するまで、貿易戦争を主とし、ファーウェイへの圧迫および台湾、

新疆、チベット、南シナ海などの問題での一部の対決をその補助と見ることができる。

後期には貿易協定締結後から米大統領選挙前まで、主にコロナの発生状況を巡って、

米中間の対抗は局地から全面的な様相に変わった。 

三、トランプ政権が仕掛けた「底なしの対中攻撃」はいずれも北京の意表を突く衝

撃を与えた。とりわけトランプ氏が自身のコロナ対策の不備の責任を中国になすりつ

け、それを利用して全面的な衝突を引き起こし、香港地区の国家安全維持法を取り上

げてさらに中国に難癖を付け、更に矢継ぎ早に打撃を与え、米中関係が自由落下式に

 
13 鄧聿文「中共対美的持久戦」、DW2020年 10 月 25 日。 

https://www.dw.com/zh/%E5%AE%A2%E5%BA%A7%E8%AF%84%E8%AE%BA%E4%B8%AD%E5%85%B1%E5

%AF%B9%E7%BE%8E%E7%9A%84%E6%8C%81%E4%B9%85%E6%88%98/a-55370231 

https://www.dw.com/zh/%E5%AE%A2%E5%BA%A7%E8%AF%84%E8%AE%BA%E4%B8%AD%E5%85%B1%E5%AF%B9%E7%BE%8E%E7%9A%84%E6%8C%81%E4%B9%85%E6%88%98/a-55370231
https://www.dw.com/zh/%E5%AE%A2%E5%BA%A7%E8%AF%84%E8%AE%BA%E4%B8%AD%E5%85%B1%E5%AF%B9%E7%BE%8E%E7%9A%84%E6%8C%81%E4%B9%85%E6%88%98/a-55370231
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悪化したことに対する心構えが足りなかった。 

四、米国の打撃が突然降りかかった時、中国の第一反応は「歯には歯を」、すなわち

貿易やその他の問題で米側と真っ向から対立し、反撃できるものがあればすべて持ち

出して対等に対抗する、というやり方だった。これは日中戦争第一段階で国民党政府

軍が日本軍に対して起こした陣地戦に似ている。 

五、だが 2019 年 10 月と 20 年 7 月中旬の 2 つの時点まで進むと、変化が現れた。

前の時点で、トランプ政権の「極限的」な貿易戦争の手段に対し、真っ向からの対抗

にマイナスが大きいと中国は判断し、第 1 段階の貿易協定に調印するという城下の同

盟の締結に応じた。20 年 7 月になると、コロナの発生状況と香港国安法をめぐる対立

の中で、米国と強引に対抗すると、中国は特に科学技術と金融の分野で首を絞められ

るところが多すぎることに気づいた。中国からの報復合戦は米タカ派の仕掛けた罠に

かかりかねず、最悪の結果を避けるため、中国は次期大統領が決まるまで我慢を重ね

るという戦術に軌道修正した。 

六、この第一段階では米国は総合的な戦略的優位を持ち、政治、経済、軍事、地政

学、科学技術、文化、創新力などほぼあらゆる面で中国に勝るが、「トランプの一国主

義、貿易上の保護主義、政治上のポピュリズムおよびにその国際機関からの脱退行為

などが同盟国を含む世界における米国の影響力と指導的地位を損なった」。だから優

勢ながら勝ちきれなかった。 

七、2021 年から、米中両国は「戦略的対峙」の段階に入り、期間は 2025 年末まで

と予想される。この段階の前期はやはり米強中弱で、米側が仕掛け、中国がそれをか

わす、との基本的対立構図だが、双方の実力が接近し、誰も誰を呑み込むことができ

なくなる。中国は着々と、経済面で国内循環を主体とする「双循環」発展の枠組みを

構築し、新型挙国体制でチップなど米国依存の技術の大部分を解決し、台湾を武力統

一する軍事的準備を行い、「戦略的抜け穴と短所」を補い、米国への反攻のタイミン

グを窺うと予想される。 

八、これで持久戦は 2026 年以降、第 3 段階に移行する。中国の GDP が米国に追い

ついても、軍事力を含む全体的な国力は依然として米国より弱いとし、今後 100 年も

米国に追いつけないという見方があるが、「戦略的反攻あるいは持久戦は、もちろん

国家の実力に依存するが、国家の意志、民衆の反応、国際援助などの要素にも左右さ

れる。もし中国が今後 5 年間で概ね内循環経済体を構築し、特に一部の肝心な技術で

自立すれば、米国側から主導権を奪い、米国の抑止と包囲に対して戦略的反攻を開始

する力を持つ可能性が高い。 

 

トランプ政権末期に最悪のシナリオを覚悟 

歴史の真実は表ざたではわからない。バイデン政権への移行が確実になった 21 年

1 月中旬の時点で、中国首脳部は、トランプ政権による三つの「核爆弾級の対中打撃」

がありうると真剣に考えていたことが披露された。三つの核爆弾とは、①中国を米ド

ル中心の世界金融システムから排除、②台湾との国交樹立、③南シナ海の中国人工島
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への爆撃というオプションのこと。先に紹介した鄧聿文論文でもこの三つの最悪なシ

ナリオが言及されている。今から振り返れば、台湾との国交は（中国から「世界最大

のペテン師」と呼ばれ、ヒステリックになっていた）ポンペオ氏にあと半年の時間を

与えればそこまでやったかもしれない。南シナ海での軍事行動に関して画策があった

模様だが最後にペンタゴンが反対した。金融制裁はまず香港、その延長線上に中国も

視野に入れられていた。 

三つの「核攻撃」のいずれも現実となれば、中国は全力で反撃せざるを得ず、米中

は永劫的な冷戦、ないし熱戦に突入していただろう。米中両軍が一時期、台湾周辺、

南シナ海でしのぎを削っていたことの背景がこれで頷く。 

習近平主席が 2019 年秋、中央党校で行った演説で 40 回以上「闘争」に言及した。

20 年春に習氏が「グローバルのサプライチェーンにばかり依存するのではなく、双循

環の戦略を」提唱したとの論文が年末に披露され、この戦略が 11 月の五中全会で決

定された。これらの対策はみな、「トランプ政権が何を仕掛けてきてもおかしくない」

という「底線思惟」（デッドライン思考）に由来したものだった。 

中国側も「新冷戦」の回避に務めつつ、それへの備えを着々と進めていたようだ。

中国の冷戦史研究大家沈志華氏が編者として 19 年 10 月に出版した『冷戦啓示録』（世

界知識出版社）は序章によると、「委託」を受けて 15 の専門報告書を提出したがそれ

をまとめて本の出版に至った、という。この本の出版が迅速に許可されたのが予想外

だが、「冷戦」とは何かの知識を国民レベルにも「普及」させる考えだったかもしれな

いと言われた。各章のタイトルを拾うと、「スターリンはなぜ『トゥキディデスの罠』

にハマったか」「冷戦期の米国の心理戦と宣伝戦」「米国の経済冷戦政策」「日本は米

国の経済圧力にどう応対したか」「東欧激変の内外要因と啓示」「ソ連はどうして冷戦

で敗北したか」などであり、「スターリン」の一章は第二次大戦後の米英に仕掛けら

れながらも対応に失敗が多かったと検証し、どこか今日の中国の外交と対外宣伝にお

灸をすえているように読み取れるが、出版された。 

経済面では「双循環」戦略、技術の自立では米国に喉を抑えられている半導体など

ハイテク分野開発の重点的支援、香港では「国家安全維持法」。そして 21 年 2月 4 日、

中国は「陸上配備型のミサイル防衛（MD）システムの実験に成功」と発表した。つな

げて見ればすべて「新冷戦」に備える戦略的方針に沿ったものだ。 

 

中国のアキレス腱 

話を中国の対米持久戦に戻す。若い雄ライオンの中国が大幅に繰り上げて自立させ

られているが、ボスライオンの米国と対等をこのまま順調に実現するか。実はそれも

簡単ではない。中国が真に世界から尊敬され、ハードパワーとソフトパワーの両方を

備え持つ超大国になるには少なくとも三つの挑戦を乗り越えなければならない。すな

わち三つのアキレス腱がある。 

第一、経済社会面で「中所得国の罠」を超えられるか。RCEP の加盟、CPTPP への

参加表明、EU との投資協定は対米戦略を意識したものであるとともに、「外圧」を
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利用して国内改革を促進し、先進経済体への脱皮をやらないといけないとの緊迫感

の現れでもある。しかし法制化、少子高齢化、社会保障、地域と所得格差など課題

は山積する。 

第二、政治面では「開発独裁」モデルから脱皮可能か。中国国民は「衣食足りて

礼節を知る」法則に則って、生活と教育水準の向上に伴って権利意識が芽生え始め

た。SNS 微信（WeChatなど）を 10 億人以上が利用し、自己主張を強めている。韓国

と台湾が 1980 年代後半に経験したように、政治と社会の改革を迫る真の試練期は 20

年代の後半に到来すると予想される。かと言って 14 億人からなる中国の政治体制は

欧米モデルを簡単にコピーすることができない。難しい民族問題もある。「先進国

経済」への移行に見合う政治体制を目指す試行錯誤は今後長く続くだろう。 

第三、世界向けに「中国モデル」の魅力を見せられるか。中国は現在、「中国特

色ある社会主義市場経済メカニズム」を構築中と自認している。言い換えれば、

「中国しかできない体制」をこの 30 年、40 年間追求してきたが、国際的な普遍性が

ないことを認めていることになる。今後、米国と対等な地位を築くには、やはり米

国に負けない「普遍的価値観」を構築し、他の国々から認知される必要があろう。

中国には、東洋文明、アジア的価値観など依拠できる哲学、思想、歴史的智慧が豊

富で、改革開放時代の経験を、共産主義イデオロギー抜きに総括し広げていくこと

も不可能ではない。習近平主席が「人類運命共同体」を提起したことも素晴らし

い。問題はその具体化だ。それを神髄に中国発の普遍的価値観を作り上げていく過

程で、台湾問題、南シナ海問題の扱いが試金石になるだろう。 

 

叩かれ強い中国の四つの特徴 

若い雄ライオンの自立にとっての厳しい課題を挙げたが、一方、簡単に崩れない、

むしろ叩かれ強い、学習能力も抜群、という中国の素質と潜在力も見なければならな

い。 

一つは、大国ゆえの強みを持っていること。 

中国はまだ発展途上の段階なので、工業化と都市化の波による促進要因が今後も

少なくとも 10 年は続くと指摘されている。巨大中国は（人口・空間・内需・資金な

ど）「規模の効果」を有し、強靭性も備えている。局部的な失敗に耐えられるし、

新政策を一部の地域で先に実験する（「試点」）コツを掴んでおり、大きな失敗を

回避できる。  

なお、巨大さがあるがゆえ、中国は「北京発政治」の「同一性」があるととも

に、14 億の人口、広大な土地に由来する「多様性」を持ち合わせる。北京で厳しい

指示、規定が出るかたわら、「新深圳モデル」も開花する。そこでファーウェイ、

DJI などの新興企業が逞しく育つだけでなく、第 4 次産業革命を代表する各技術の開

発の土台も作られている。今の深圳は「未来都市」とも呼ばれ、シリコンバレーに

負けず、いやそれ以上の柔軟性、包容力、潜在力を持つと米側学者も認めている。

そして中国のどこかの地方においてある産業・経営・開発モデルが認知されれば瞬
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く間にほかの地域にも移植されていく。「深圳でそれが認められるならどうして

我々のところで認められないのか」との言い分は中国で意外に通りやすい。今、

「新深圳モデル」は合肥、上海、杭州、北京の中関村などに広まり、中国経済と技

術の更なる躍進を支えるすそ野の拡大と強化を意味する。 

第二、人材が豊富である。全国の技能労働者は 2 億人超、うち高技術の人材は

5000 万人超、毎年「技工院校」（技術工業系大学）から 100 万人近い人材を技術開

発の第一線に送り出している（人民日報 20 年 12 月 26日記事）。これほど厚い層の

理工系人材の供給は中国の一カ国がすべての先進国の規模を上回るほどだ。トラン

プ政権下で在米中国人への強い風当たりが起こり、多くの一流人材は米国の大学や

研究機関では肩身が狭いと感じた。それに対して中国側は高額の報酬で「海亀」

（海外留学生の帰国、の意味）を誘致している。これも少なくとも当面、中国が技

術的難題を解決する人材を提供している。 

第三、資源の集中的使用の能力。社会主義体制はトランプ政権より汚名化されて

いるが、その問題点は別に論ずるとして、発展途上の段階であらゆる資源を集中し

て発展目標に投下する能力がある時期、ある段階において、他の体制が比較できな

いような力を発揮する。帝政ロシアが日露戦争にも第一次世界大戦でも負け戦を続

けたが、ロシア革命後、権力闘争、粛清と弾圧が続いたにもかかわらず、経済発展

に集中した結果、第二次大戦ではドイツと真っ向勝負ができ、戦後、米国と並ぶ超

大国になった。北朝鮮もそのような一時期があった。しかしこのようなすべての資

源を集中的に使用するやり方は一回、二回では効果が上がるが、その後機能が逓減

していき、旧ソ連は崩壊の運命から免れることができなかった。 

 

効果的な国内各地の相互支援 

これに関し、中国は鄧小平時代の改革開放政策で資源の集中使用で成果を上げた

が、民間活力の開放がなければ持続できないことに早く気づき、「持続可能な発

展」の方向を打ち出した。それでも資源の集中使用という「伝統の宝刀」を温存し

ているため、危機発生時には依然使い、西側の体制が追随できないような力を発揮

した。2008年の四川大地震で日本の東北大地震よりはるかに大きな死傷者と物的損

害を出したが、中央政府からの救助とともに、経済発展の先進地域である沿海部と

中部の 19 の一級行政区（日本の都道府県相当）がそれぞれ現地の市町村とタイアッ

プして支援を行い、わずか 2、3 年で現地を震災から復活させた。 

中国は経済発展の遅れる少数民族地域に対しても、他の地域がそれぞれ一部請け

負う形の支援を行い、チベットと新疆の一人当たり所得を中部地域上回る水準に引

き上げた。2020 年初め、コロナの中心的感染地湖北省に対しても、新疆を含む全国

各地から 346 チーム、計 4 万 2000人の医療関係者を送り、わずか 2 か月で現地の危

機を救った。新疆のウイグル族医療関係者も武漢に駆け付け、話題になった。（写

真：武漢の施設で患者に踊りを教えるウイグル族の医療関係者バハグリー） 
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国力の向上に伴い、中国の資源集中使用の方法が国がすべてやる方式から各地方

の相互支援という形に変えた。中国では「全国一盤碁」（全国各地という碁石がチ

ームワークを組んで目標に取り組むこと）と呼ばれるが、その経験と力をもっと研

究する必要がある。 

そして第四、中国は外部の予想以上に強い自己調整能力、柔軟性を持っている。

日中戦争前、蔣介石政府軍に追い詰められた毛沢東の赤軍は抗日戦争という大義名

分のもとで政府軍への編入を認め、「八路軍」「新四軍」としてサバイバルができ

た。文化大革命後、政治と経済が袋小路に追い込まれた際、鄧小平が「白猫でも黒

猫でもネズミを捕まえるのがいい猫」との実用主義で、大胆に西側の資金、技術、

経営管理方法を導入し、「社会主義市場経済」という混合体制を作り、現在の経済

大国の地位を築き上げた。今後も、原則論を言いつつ、政策・応用面でかなりしな

やかな柔軟性を見せる中国は、国内の政治体制、経済発展モデルおよび外交面で重

大な危機に直面する場合、どういう「華麗なる変身」を遂げるか。少なくとも現体

制のスローガン、政策方針の延長で推理するだけでは中国の未来が読めない。 

 

トランプに感謝する中国 

現体制を立ち上がらせ、強気にさせたのは他の国より早くコロナ感染対策に成功

したことが直接の一因だが、外部から「追い風」もあった。それはすなわち、トラ

ンプ政権が責任転嫁で必死な中国叩きをすることにより、中国民衆の大半、特に若

い世代は「民主主義」の灯台として憧れてきた米国に幻滅感をもたらした。米国は

中国の民主化のためではなく、自国利益のために口実を作った中国叩きであり、

「中国を崩壊させるのが目的」と認識させた。これだったら、習近平体制のもとに

結集して闘い、対米依存から早く自立するしかないとのコンセンサスを作った。  

 中国 SNS で「我々はどうしてトランプに感謝しなければならないか」と題する記事

が出て話題を呼んだ。トランプのやったことは結果的に中国を助けたという意味で、

彼に感謝したいと皮肉を込めてその退陣に際して次のように書いている。14 

彼は、中国と西側諸国の差がまだ大きいことを中国人に認識させ、国際社会で

 
14 「中美事件提醒我們：為什麽要感謝“川普”」、中国「網易」サイト 2021年 1 月 23 日。 

https://www.163.com/dy/article/G10VO3BG0543OT9W.html 

https://www.163.com/dy/article/G10VO3BG0543OT9W.html
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は「必殺術」（空母、F22、ステルス爆撃机の開発）がすべての精神説教に勝るこ

とを中国人に認識させた。 

彼は、中国への圧力と打撃を通じて、中国人を見栄、自惚れ、生意気から目覚

めさせ、実力の差を見極め、軌道修正する機会を残してくれた。 

彼は、「中米友好」や「相互利益」は何のその、米国のすべての目標と最終目

的は、中国の大国としての台頭と中華民族の偉大な復興を抑制するためだ、とい

う米帝国主義の醜い顔を中国人民の前に晒しだした。 

彼は、いくつかの小さな半導体チップで中国科学技術のリーダー企業の喉元を

押さえ、「生かす殺すの権」を握っているぞと絶えず威嚇し、再び中国人に「立

ち後れれば殴られる」という不滅の真理を理解させ、コア技術が他人に支配され

るのが最大のアキレス腱だともっと深く認識させてくれた。 

彼は、中国の人々に、大国の台頭と民族復興の道のりに、必ずアメリカと「血

生臭い戦い」を構えなければならないことを理解させてくれた。これまで我々は

ずっと「トゥキディデスの罠」の存在を認めようとしなかったが、中国を呑み込

もうとする血鉢の大きな口と、中国企業と中国貿易に対する容赦のなさは急遽、

中国人を徹底的に目覚めさせた。 

 作者はこのほか、諸外国と国際関係への影響にも触れた。 

彼は、一連の国際機関脱退の行動によって、中国が提出した一帯一路構想は経

済危機を救いグローバル化を推進する重大な戦略計画と世界各国に広く認知さ

せ、広範な参加を集めた。 

彼の貿易戦争は、欧州にアジア欧州一体化（アジア欧州運命共同体）構築の重

要性を認識させ、（中略）トランプ氏の貿易戦争の屠殺に直面して、ただでさえ苦

境に陥っている EU を中国との経済貿易協力の強化に踏み切らせた。特に東欧 16

カ国は中国と協力する決意は一段と固まった。 

彼の貿易戦争は中国の利益に合致しないが、古いシステムを打破したことは中

国が推進する世界の変革と奇しくも一致する。（中略）このようにして、中国はグ

ローバル化プロセスを推進する主導的な力に躍り出た。  

 そして締めくくりに、次のような展望を描いた。 

10 年間の競争は、指導者の能力と魅力にかかる。 

50 年間の競争は国家戦略にかかる。 

100 年の競争は民族の性格と精神にかかる。 

という国家間の競争の本質をトランプ氏が究極的に理解させてくれた。 

どうりで金融のワニと呼ばれるジョージ・ソロス氏がこう言った。トランプ氏

の一連のやり方は、「中国が国際社会のリーダー（leading member）として受け入

れられるのを大いに助けた。彼が果たした役割は中国人自身の努力を上回った」 

 日本の経済評論家も、トランプが中国を目指させたとして次のように指摘している。 

本来であれば、日米が主導する自由主義的なグローバル市場に中国を誘

導し、国際社会における影響力を削ぐという戦略が有効であり、実際、米国
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はそうした戦略を推進してきた。だが、この戦略をすべて壊してしまったの

がトランプ大統領である。 

トランプ政権が仕掛けた米中貿易戦争によって、米中は完全に分断され

つつあり、中国は内需拡大に舵を切っている。米国はこれによって中国に対

する決定的なカードを失い、中国を封じ込めることが極めて難しくなった。
15 

 中国の進路には不確定の要素がまだ多いが、仮に中国の自立と米中 G2 の時代の早

期到来、ひいては「中国モデル」が世界で広く受け入れられるようなことが起きると

すれば、肝心な転換点がトランプ政権時代と考えて間違いないだろう。 

 

米中競争の三つのシナリオ 

では米中関係は今後、どこに向かうか。数年以内に決着はつかないと一般的に見ら

れるが、10 年スパンで見れば 3 つのシナリオがありうると考えられる。 

第一、アメリカが引き続き、いやもっと猛烈に圧力を加えて中国バッシングを続け、

その圧力に中国がついに屈すとのシナリオ。1980 年代の日本は米国による容赦ない

圧力に耐えられず、特に半導体などハイテク分野で発展の勢いと世界制覇のチャンス

を失った。中国も同様な結末を迎えるか。いわゆる「日本シナリオ」だ。中国はもは

やライバルではなくなったら、米国も新冷戦を仕掛けてまで中国を叩き潰す必要がな

くなり、今度は中国の崩壊、難民の大量流出に関心が移るだろう。 

第二は「9.11 シナリオ」。すなわち中東や欧州、あるいは北朝鮮などにおいて米国

が全力もしくは相当の力を割いてで対処せざるを得ない重大の事態が起きる場合、米

中間でもしばらく休戦することだ。 

このシナリオの可能性は主に世界各地、米国の対外関係で発生すると考えられてき

たが、米国内部から起こりうる可能性も出てきた。バイデン政権はまずコロナ対策に

全力で取り組み、続いて国内社会のこの深刻な亀裂も早急に修復しなければならない。

トランプ氏は大統領選挙で再選を果たせなかったものの、7300 万票以上の支持を集

め、世論の二分化は歴然で、その修復は容易ではない。更に経済復興という課題も残

っている。執念深いトランプ氏は捲土重来を虎視眈々に狙っている。バイデン政権は

1 年ちょっとの間にコロナ対策、社会亀裂の修復、経済復興という三つの課題で国民

が納得するような成績を上げなければ、22 年の中間選挙という厳しい試練にさらさ

れる。この情勢を考えれば、バイデン政権はまず 2021 年中、国内問題への対処に集

中せざるを得ない。中国との対立、摩擦は依然続くが、国内固めを優先するバイデン

政権は中国への圧力に集中できない。一方の中国は米側が繰り出すボクシングのノッ

クを太極拳方式で交わす方針を決めている。その意味で、米中間は「休戦」ではない

ものの、対立の「制御」「一時冷却」の可能性はある。 

 
15 加谷珪一「トランプの大失態…じつは『中国経済の台頭』を強力に後押ししていた…！」、

現代ビジネス（講談社）、2020年 12月 2 日。https://gendai.ismedia.jp/articles/-/77894 

https://gendai.ismedia.jp/articles/-/77894
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三番目のシナリオは、中国が米国に追いつき G2 の世界になること。前述の持久戦

戦略で考えれば、中国は「今は我慢の時」とし、「負けなければすなわち勝ち」との考

えで、防戦を中心に、あるいは互角の応酬をしながら、経済力、技術力、軍事力の急

ピッチな整備に全力で取り組んでいる。米側は「十年以内に中国をつぶさなければ、

もうつぶすチャンスはなくなる」として焦っているが、反対に中国側は、「今後十年

間さえ凌げば米国の国力に全面的に追い上げていくチャンスがある」ことを国家戦略

の中心に据えている。 

 

ヨーロッパから見た米中競争の行方 

地球規模の形勢から見て米中間の勝負はどちらに転ぶだろうか。丸川知雄・東大教

授は、全世界で見れば中国が最大の貿易相手国になっている国の数は米国より 2 倍に

上っており、中国を孤立させる思惑は大半の国から支持されないと指摘している 16。

特にヨーロッパの視点を見れば、米国側の「楽勝」は難しいことが分かる。 

2021 年 1月 19 日、欧州対外関係委員会(ECFR)が昨年末に EU の十一カ国、1 万 5000

人を対象行った世論調査報告書を発表した。17これを詳しく伝えた英ガーディアン紙

の記事によると、トランプ氏の大統領任期が終盤に差し掛かる中、欧州の米国に対す

る見方が大きく変わった、という。回答者の 61%は米国の政治体制が「破綻した」と

し、米国の政治体制が「うまく機能している」と考えている人は 27%にとどまった。 

それによると、回答者の 60%は、米国大統領が変わっても、トランプ政権の政策や、

コロナ禍による地政学構造上の影響は持続するとし、自国政府は米中と米ロの対抗に

おいて中立を保つべきだと答えた。 

中国に関しては、59%の回答者は、「今後十年以内に米国に代わって世界をリードす

る超大国になる」と見ており、うちスペインが 79%、ポルトガルが 72%、イタリアが

72%、フランスが 63%、英国が 58%、ドイツが 56%、オランダが 54%、スウェーデンが

52%だった。いずれも 5 割を上回った。 

より重要なのは、多くのヨーロッパ人は、現在は欧州にとってチャンスであり、米

国が分裂に陥った際、EU 内部は結束力を増進し、自己保護、自己発展の能力を強化す

べきだと考えている点である。米国は欧州を永遠に守る「信頼できる」安全保障パー

トナーだと考えている回答者はわずか 10%だった。締めくくりに報告書の執筆者は、

「現在、多くの欧州人は米国が世界をリードすることに不信を感じており、より多く

の欧州人は EU が国際社会でより独立し、米国に依存しないことを望んでいる」と解

説した。 

 この世論調査を伝えた「香港経済日報」の記事（2021 年 1 月 20 日）は更に ECFA レ

 
16 丸川知雄「米中新冷戦でアメリカに勝ち目はない」、ニューズウィーク日本版オフィ

シャルサイト、2020年 9 月 8 日。https://www.newsweekjapan.jp/marukawa/2020/09/post-65.php 
17 Majority of Europeans fear Biden unable to fix 'broken' US, The 
Guardian,2021,1,19. 

https://www.newsweekjapan.jp/marukawa/2020/09/post-65.php
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ポートの執筆者の 4 点の分析を紹介した。 

欧州人は米国の政治体制が崩壊し、中国に追い越されそうだと一般的に考えて

いる。これは欧州公衆の欧米大西洋横断連盟に対する見方にも影響を与え、バイ

デン政府に 4 大衝撃を与えるだろう。 

一つは、欧州がより大きな自立に向かっていること。11 カ国のうち、回答者の

60%以上は、欧州は米国の保護に頼ることはできないため、欧州防衛のための投

資が必要だと考えている。これまで侵攻を恐れていたドイツ人が、米国による安

全保障の提供が必要と考える割合も著しく減少している。 

第二に、中米欧の地縁関係を書き換える。バイデン氏は欧州が米国と協力して

中国に対抗するよう呼びかけたが、調査によると、欧州人は冷戦時代の米ソ対峙

のような構図が再現されるのを避けるために米国側に立つことを望んでいない

という。欧州人の 60%は、自国は中米の意見の相違の間で中立を保つべきだと考

えており、米国と中国のどちらかを選ぶ割合はそれぞれ 22%と 6%に過ぎない。 

第三に、欧州は今後、対米関係を処理する際、感情に訴えるのではなく、より

理性的になる。トランプ氏が米国優先を大々的に推し進めた結果、欧州ひいては

その他の国も西側民主体制国家の共通利益を先に考えるのではなく、自らの利益

をより重視するようにした。ドイツ、フランス、英国、イタリアといった欧州の

大国の中には、経済面で対米強硬を主張する人がかなり増えている。 

その四、ドイツの核心的地位が強化された。欧州諸国は米国への信頼を失い、

欧州内の国々により大きく依存しようとする中で、ドイツのベルリンは米国のワ

シントンに代わって、問題を解決するために訪れる首都になると期待されている。

フランス、スペイン、デンマーク、オランダ、ポルトガル、ハンガリーの民衆は

いずれも、ドイツとの良好な関係を最も優先すべきだと主張している。 

 

G2 になっても「世界共同運営」の時代 

 ヨーロッパ各国はそれぞれの思惑があるが、その「総意」は全世界の勢力均衡、経

済貿易構造に重みを有し、米中競争の方向を左右する力を持つ。 

アジア太平洋地域でも同様な見方が現れている。マハティール・マレーシア前首相

はコロナが始まる前の 19 年 3 月、香港紙「South China Morning Post」のインタビ

ューで、米中貿易戦争で ASEAN は二者択一を避けたいが、迫られたら自分は豊かな中

国を選ぶだろうと発言した。オーストラリアのシンクタンク Lowy Institute の 2019

年版「アジアの実力指数」（5 月 28 日発表）も、米中日ロなど 25 カ国、8 分野に対

する調査の結果（100 点満点）を次のように公表した。米国は「軍事力」「回復力」

「文化的影響力」など 4 項目でリードし、総合得点が 84.5 で一位を保っているのに

対し、中国は「経済力」「未来性」「外交的影響力」など 4 項目で一位を占め、総合

得点は 75.9 で二位に、近年急追している、という。このような結果が見えにくい米

中間の勝負について、ほとんどの国は火中の栗を拾って大やけどするのを避けて、両

方とうまく付き合い、その中で自国にとって最大の利益になることを求めるだろう。 
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では仮に 10 年以内に中国が一段と米国との総合国力の差を縮め、ほぼ対等な地位

を獲得したらどうなるか。中国側の見方だが、米国は中国を押しつぶすことができな

いことを確認し、また多くの分野や世界各地域で中国の協力も取り付ける必要性の方

が増したら、中国との「共存」の道を選択せざるを得ないだろう。これはすなわち G2

の世界だ。 

 しかし G2 になったら世界にとって何を意味するか。二強の世界は大体不安定であ

る。次なる一強時代への過渡期になるのか、世界秩序の再建と維持で協力体制を作れ

るか、いずれも未知数だ。中国内政の変化も 20 年代の後半に臨界点を迎えるかもし

れない。５G、AI、ビッグデータなど第 4 次産業革命の新技術が世界及び米中関係に

及ぼす影響もこれから顕在化してくる。その意味で、G2 といっても、米中二強が世界

を決めることはできないし、少数の国が多国の運命を決める時代でもない。米中両者

が他の国に比べて頭一つ抜き出るが、世界はやはり欧州や日本はじめ、各国が共にル

ールを決め、地球を共に安定・繁栄させていく責任を持つ。「世界共同運営」の時代

だ。 

 

 

 

 

 


